
はじめに

Ⅰ インドネシアにおける選挙の歴史

Ⅱ インドネシアにおける投票行動研究の基本的枠組

み

Ⅲ インドネシアにおける投票行動に関する計量的分

析

おわりに

は じ め に

選挙と投票行動に関する研究が，現代民主政

治の仕組みと動態を理解するうえで不可欠なも

のであることは言を待たない。しかし，発展途

上国の政治研究においては，それは常識ではな

かった。なぜなら，第２次世界大戦の前後に西

洋列強による植民地支配からの独立を果たした

これら諸国では，インドのような例を除き，独

立後に導入された民主政治が政治的安定と経済

発展を達成することができないまま権威主義的

政治体制に取って代わられたり，そもそも最初

から民主主義体制を導入しなかったりしたため，

投票行動研究が対象とすることができるような

自由で公正な選挙自体の数が少なかったり，そ

もそも選挙がおこなわれなかったりしたためで

ある。

しかし，１９７０年代半ばに南ヨーロッパ諸国か

ら始まったいわゆる民主化の「第３の波」（注１）

が，ラテンアメリカへ，そして冷戦の崩壊とと

もに東ヨーロッパ・旧ソ連諸国，アフリカ，ア

ジアへと広がり，多くの途上国でも民主的な選

挙が実施されるようになったことで，これらの

新興民主主義国や再民主化国における投票行動

の研究がようやく可能になったのである。

インドネシアの選挙と投票行動
──アリラン・ポリティクスをめぐる論争の展開──

かわ むら こう いち

川 村 晃 一

《要 約》

インドネシアでは，１９５５年総選挙から２００４年総選挙まで，スハルトによる権威主義体制下でおこな

われた６回の選挙も含めて９回の選挙が実施された。当初は，時事的な解説も含めて，集計データを

使った選挙分析や地方における事例研究など質的な研究が中心であったが，そこではサントリ・アバ

ンガンという社会的亀裂に基づいた投票行動という枠組みが研究の中心であった。その後，１９９０年代

に入ると計量的分析手法が導入されるようになり，インドネシアにおける投票行動研究も大きく発展

した。民主化後の大きな政治変動も重なり，サントリ・アバンガンという社会的亀裂が現在も有権者

の投票行動を規定しているのかという点が近年の研究の焦点となっている。概念の操作化においてさ

まざまな困難があるが，今後の研究の発展が期待される。

──────────────────────────────────────────────
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東南アジアに位置するインドネシアも，その

例外ではない。最初の選挙は，独立直後の民主

主義体制下でおこなわれた１９５５年総選挙であっ

た。しかし，１９５９年に始まったスカルノ

（Soekarno）初代大統領による権威主義体制下

では，選挙は一度も実施されなかった。その後

のスハルト（Soeharto）による権威主義体制下

で実施された６回の選挙は，政府による監視と

干渉が常態化した非民主的な選挙であった。

１９９８年のスハルト大統領退陣を受けて実施され

た９９年総選挙と，２００４年に実施された民主化後

２度目の議会総選挙，そして史上初の大統領直

接選挙を経て，民主的な選挙が安定的，継続的

に実施される目途がようやくたった。こうして，

インドネシアの政治研究においても投票行動に

関する研究を進めることができる環境が整った

のである。

本論は，これから本格的な投票行動研究を進

めていくための準備作業として，これまでに発

表されたインドネシアの選挙・投票行動研究，

なかでも計量的分析手法を使った研究を整理，

検討することを目的とする。まず第Ⅰ節では，

１９５５年から２００４年の間に実施された９回の選挙

について，その制度と結果を簡単に振り返る。

次に，第Ⅱ節では，既存のインドネシアに関す

る選挙・投票行動研究を整理し，いずれの研究

においても基本的な分析枠組みとして援用され

てきたサントリ・アバンガンという社会的亀裂

にもとづいた投票行動の分析枠組みを確認する。

第Ⅲ節では，これらの選挙・投票行動研究のな

かでも，特に計量的分析手法を使った研究に焦

点を絞って検討する。最後に，民主化後に実施

された２度の選挙を念頭に置きつつ，今後のイ

ンドネシアにおける投票行動研究の方向性につ

いて考えてみる。

Ⅰ インドネシアにおける選挙の歴史

１．１９５５年総選挙

１９４５年８月１７日，日本の敗戦を受けて独立を

宣言し，４年間にわたる対オランダ独立戦争を

闘ったインドネシアで最初の選挙が実施された

のは，１９５５年９月２９日のことであった。選挙制

度は，比例代表制が採用されたが，今日の基準

からみても非常に自由主義的な性格の強いシス

テムが採用された（注２）。候補者名簿は非拘束式

が採用されたが，全国政党だけでなく，今日で

は国家統合を乱すという理由から設立を認めら

れていない地方政党（注３）や，政党として登録さ

れていない大衆組織や社会団体，また個人の資

格での立候補まで認められていた。そのため，

この選挙に参加した政党・団体等の数は，１７８

以上にのぼった［KPU２０００，１０］。

選挙区は，州または複数の州を単位として，

全国を１６の選挙区に分けた（注４）。議席の配分に

あたっては，まず選挙区における有効投票総数

を議員定数で割って当選基数を計算し（ヘア式），

各党の総得票数に対して当選基数ごとに１議席

を与えていく最大剰余法が採られた。ただし，

すべての議席が決定される前に当選基数未満の

剰余が出た場合は，その得票数を中央で合算し

て再度ヘア式で計算し，最終的にすべての議席

が決定される。

投票も当時の基準からみて十分に民主的に実

施され，大きな混乱や衝突などもなく平穏に終

わった。国民の選挙に対する関心も高く，投票

率は９１．５パーセントだった［Feith１９５７，５０］。

選挙結果について事前に予想をたてることは難
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しかったが，世界最大のイスラーム教徒人口を

抱える国であったことから，イスラーム系政党

の優位がいわれていた。しかし，蓋を開けてみ

れば，大方の予想を裏切り，過半数を制する政

党は出現せず，イデオロギー指向の異なる４つ

の政党がほぼ同じ得票率で並立するという結果

が出たのであった。議席を獲得した政党・団体

等は２８にのぼり，得票率ベースの有効選挙政党

数は６．３となった（注５）。

第１党となったのは，スカルノが設立した世

俗主義系のインドネシア国民党（Partai Nasional

Indonesia: PNI）で，２２．３パーセントの票を獲得

した。第２党と第３党はそれぞれイスラーム系

政党で，近代主義イスラームを標榜するマシュ

ミ（Masyumi）が２０．９パーセントの得票率，イ

ンドネシア最大のイスラーム教組織を支持母体

とし，伝統主義イスラームを標榜するナフダト

ゥール・ウラマ（Nahdlatul Ulama : NU）が１８．４

パーセントの得票率だった。第４党は，独立前

後に数度にわたり武装蜂起を試みて，その度に

党組織の壊滅的な打撃を受けながらもアイディ

ット（Aidit）書記長の下で１９５０年代に再び勢力

を巻き返してきたインドネシア共産党（Partai

Komunis Indonesia: PKI）が１６．４パーセントの票

を獲得して食い込んだ。第５党以下には，イン

ドネシア・イスラーム連盟党（Partai Syarikat Is-

lam Indonesia : PSII），インドネシア・キリスト

教徒党（Partai Kristen Indonesia : Parkindo），カ

トリック党（Partai Katolik）といった宗教政党

が並んだ。左派系知識人と都市中間層などを支

持基盤とする進歩主義系政党のインドネシア社

会党（Partai Sosialis Indonesia : PSI）は，事前の

予想を大きく裏切って，得票率２．０パーセント

で第８党に沈んだ。

１９５０年代の議会制民主主義期のインドネシア

政治は，１９５０年暫定憲法の下で議院内閣制が採

用されていたが，主要な政党間で激しい利害対

立が繰り返され，短命な内閣が続く不安定な政

治であった。各政党は競って勢力を伸張させよ

うと地方レベルに支持組織を張り巡らせると同

時に，国家資源の収奪を通じて利益の配分をお

こなっていた。１９５５年総選挙は，安定的な議会

勢力を作り出すことによって持続的な内閣を成

立させ，長期的な視野に立った国民国家建設が

可能になると期待されていた。

しかしながら，国民のそのような期待は儚く

も裏切られることとなった。総選挙に向けた選

挙運動は，村レベルにまで政党間の対立構造を

持ち込むことになった。選挙結果は有力政党の

勢力均衡という従来の状況を再確認するにとど

まり，その後も不安定な政局が続くことになっ

た。さらに，地方反乱が頻発するとともに，経

済復興が遅々として進まないという状況のなか，

共産党が着々と勢力を伸張させていった。これ

に対して，国軍とイスラーム系政党は危機感を

募らせた。政局が混迷を深めるなか，１９５９年に

スカルノ大統領は，１９４５年憲法への復帰を宣言

するとともに，最大のイスラーム系政党マシュ

ミと社会党を地方反乱に加わったためとして６０

年に解散させ，その後国民議会（Dewan Perwak-

ilan Rakyat : DPR）も解散した。「指導される民

主主義」（Demokrasi Terpimpin）という名の権

威主義体制の発足は，選挙政治の終焉でもあっ

た。

２．スハルト体制期の選挙

１９６５年，インドネシア経済がハイパー・イン

フレと対外的な孤立を深めるなか，共産党系国

軍将校が関与したとみられるクーデタ未遂事件

������� 研究レビュー �������������������������������������

42



（９月３０日事件）が発生し，これを鎮圧したス

ハルト陸軍少将が実権を掌握，６６年にスカルノ

から大統領権限を移譲させ，スハルトによる権

威主義的支配体制である「新体制」（Orde Baru）

が発足した。当時，スハルト体制発足を支持し

た知識人や学生運動は，早期の総選挙実施を求

めたが，体制の確立を優先したスハルトはこれ

に応じず，最初の選挙が実施されたのは１９７１年

であった（注６）。

しかし，１９７１年総選挙は，政府と国軍による

厳しい選挙干渉，投票誘導，投票監視がおこな

われるなかで実施され，投票率は９４．２パーセン

トを記録したものの，民主的な選挙とは到底い

えないものであった。選挙制度は，拘束名簿式

の比例代表制が採用され，州が選挙区の単位と

されたが，各県から少なくとも１人の代表が選

出されるという小選挙区的な性格を併せもって

いた。総選挙に参加した政党は，１９６０年にスカ

ルノが活動を許可した１０政党（注７）のうち，共産

党とインドネシア党（Partai Indonesia : Partindo）

を除く８政党とイスラーム系のインドネシア・

ムスリム党（Partai Muslimin Indonesia : Parmusi），

そしてゴルカル（Golkar : Golongan Karya, 職能

集団）であった（注８）。

１９５５年総選挙に参加した政党のうち，マシュ

ミと共産党という二大勢力，そして社会党は参

加を許されなかった（注９）。マシュミと社会党は

１９６０年にスカルノによって解散させられた後，

復興を認められなかった。共産党は，暫定国民

協議会決定１９６６年第２５号で非合法化され，消滅

していた。１９６５年９月３０日事件を鎮圧したスハ

ルトは，このクーデタ未遂事件の背後に共産党

が存在すると糾弾し，この機に乗じて党組織の

物理的な破壊をおこなったのである。党幹部が

次々と逮捕されると同時に，イスラーム組織や

他の大衆組織を動員した共産党員・シンパ狩り

がジャワやバリを中心に各地でおこなわれた。

９月３０日事件とその後の共産党員虐殺事件の真

相はいまだ明らかではないが，２５万～５０万人近

い人間がわずか半年足らずの間に殺されたとみ

られている（注１０）。こうして下層農民やプランテ

ーション・工場労働者を中心に一大勢力を築い

ていた政党が，インドネシア政治の舞台から一

瞬にして消え去ってしまったのである。

しかし，１９５５年総選挙との最大の相違点は，

ゴルカルの存在である。ゴルカルはもともと，

スカルノ体制期の１９６４年に公務員組合，国軍退

役軍人組合などを中心に大衆組織の連合体とし

て発足したが，スハルトはこれを政府による政

治・社会コントロールを担う重要な柱として利

用した。公務員組合を傘下に置くことで全国の

村レベルにまで広がる公務員の支持を確保する

とともに，そのネットワークと権力を利用して

支持の調達をおこなったのである（注１１）。

このような政府による選挙干渉とゴルカルへ

の投票誘導が功を奏して，初めて参加した選挙

でゴルカルは６２．８パーセントの得票率を確保す

ることができた。第２党には，１８．７パーセント

の得票率でかろうじてNUが入ったが，国民党

は６．９パーセントの得票率，マシュミ支持者を

取り込むべく総選挙に参加したParmusiは５．４

パーセントの得票率に沈んだ。

１９７１年総選挙で議会の過半数をゴルカルによ

っておさえたスハルト政権は，政治的安定のた

めの手綱を緩めることはなかった。１９７３年には

政党の簡素化を強制し，イスラーム系政党を開

発統一党（Partai Persatuan Pembangunan : PPP）

の下に一本化させる一方，世俗主義系・キリス

������������������������������������� 研究レビュー �������

43



ト教系政党をインドネシア民主党（Partai De-

mokrasi Indonesia : PDI）としてまとめさせ，こ

の２政党とゴルカルのみを選挙に参加できる団

体に制限した（注１２）。しかも，この２政党は，県

・市レベル以下に党組織を置くことを許されず，

草の根レベルでの政治活動が禁止された。公務

員組織を通じて村レベルで票の動員を図ること

のできるゴルカルは，行政機構と一体化した政

党──政府党として組織基盤の上でも圧倒的な

優位に立つことになった（注１３）。政府や国軍を通

じた選挙干渉や投票誘導はその後も続けられ，

ゴルカルが必ず勝利する体制が整えられた。ま

た，スハルト体制下での経済開発の成功は，ゴ

ルカルの正統性をさらに高める結果となった。

１９７７年以降，この２政党・１団体のみによっ

て争われた総選挙では，６０～７５パーセントの得

票でゴルカルが第１党の地位を維持し続け

た（注１４）。一方，第２党の開発統一党と第３党の

民主党は，勝利する見込みのまったくない在野

党になりさがり，寄せ集め政党ゆえの内部対立

からさらに党組織の弱体化を招くという悪循環

に陥った。こうして，スハルト期の総選挙は，

投票を通じた国民世論の表出と代表選出による

政府の形成を目的に実施されたことはなく，「民

主主義の祭典」という言葉どおり，民主主義を

偽装するための儀式的な意味合いしかもたなく

なったのである（注１５）。

３．１９９９年総選挙

１９８０年代に体制の安定化をほぼ完成させたス

ハルトも，９０年代に入り齢７０を越えるようにな

ると後継問題が巷間囁かれるようになる。また，

長期にわたる権威主義的支配に対する反発が徐

々に高まりつつあったが，一向に民主化の気配

がみられない状況に社会内部で不満が鬱積しつ

つあった。１９９７年総選挙を無事乗り切ったスハ

ルトが長女への権力禅譲を前提に手を打ち始め

たその時，タイのバーツ急落に始まるアジア通

貨危機がインドネシアを襲ったのである。通貨

危機はインドネシア経済を直撃し，生活の困窮

した国民は不満を募らせた。経済成長を権威主

義的統治の正当化論理としていたスハルト体制

は，根幹から揺さぶられることになった。経済

危機に対して有効な対策を講ぜないばかりか，

権力に固執するスハルトに対する批判は一気に

高まり，物価抑制を求めるデモはいつしかスハ

ルト退陣要求のデモになった。経済危機が政治

危機と重なりながら進行し，社会秩序が崩壊す

る事態に陥ったとき，周囲の政治エリートと国

軍に見放されたスハルトに退陣以外の選択肢は

残されていなかった。１９９８年５月２１日，４０年に

及んだインドネシアにおける権威主義体制は終

焉を迎えた（注１６）。

スハルト退陣によって副大統領から大統領に

昇格したハビビ（B. J. Habibie）は，「スハルト

の子飼い」といわれて民主化改革に対する姿勢

に常に疑問が投げかけられたが，自らの政権の

正統性を「改革」に求め，大胆な民主化改革を

断行した（注１７）。その成果が，４４年ぶりに自由で

民主的に実施された１９９９年総選挙だった。

スハルト政権退陣からおよそ１年後の１９９９年

６月７日に実施されたこの選挙は，スハルト後

のインドネシアが民主主義体制へ移行するため

の非常に重要なステップであった。総選挙を前

に政治関連３法が制定され，新しい選挙制度が

整えられた（注１８）。

まず，政党法の改正により，政党の設立は完

全に自由化された。ただし，小政党が乱立する

ことを防ぐため，総選挙に参加できる政党は，
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全国２７州のうち１３州以上（１９９９年総選挙のみ特

例で９州以上）に支部があり，かつ支部のある

州内の過半数の県・市に支部が設置されていな

ければならないという条件が課された。総選挙

には，この条件を満たした４８政党が参加する資

格を得た（注１９）。また，別に公布された政令のな

かで，これまでゴルカルの中核的支持基盤かつ

中心的運動員であった公務員の政治活動への関

与が，原則的に禁止された。

選挙制度は，従来どおり州単位の比例代表制

が採用されることになった。ただし，各党の名

簿に掲載される立候補者は県・市から立候補し，

そこで１位得票することが当選の条件とされた。

また，公正な選挙を実施するため，総選挙の実

施機関に関する規定は大幅に変更された。これ

まで内務大臣が長を務めていた総選挙庁（LPU）

に替わり，５名の政府文官代表と総選挙参加資

格を有する各政党の代表者により構成される総

選挙委員会（Komisi Pemilihan Umum : KPU）が

新たに設置された（注２０）。国民議会のなかで国軍

に割り当てられる議席数も７５から３８に半減した。

平和裡に終わった民主化後初の総選挙で第１

党の地位を確保したのは，スカルノ初代大統領

の長女，メガワティ・スカルノプトゥリ（Mega-

wati Soekarnoputri）率いる闘争インドネシア民

主党（Partai Demokrasi Indonesia Perjuangan :

PDIP）である（得票率３３．７パーセント）。１９９３年，

国民党の流れをくむ民主党の党首として彗星の

ごとく登場したメガワティが，スハルト政権に

よるさまざまの弾圧をくぐり抜け，民主党の正

統な後継政党として闘争民主党をついには第１

党になるまでに導いた。特に，有権者の６割を

抱える大票田のジャワ島とバリ島での闘争民主

党の強さは圧倒的であった。

しかし，スハルト時代の与党であるゴルカル

党（Partai Golkar）も根強い支持を獲得し，第

２党に食い込んだ（得票率２２．４パーセント）。第

３党の民族覚醒党（Partai Kebangkitan Bangsa :

PKB）は，ナフダトゥール・ウラマ（NU）議長

だったアブドゥルラフマン・ワヒド（Abdurrah-

man Wahid）が設立したことからも分かるよう

に，１９５０年代の主要政党のひとつであったNU

の後継政党である（得票率１２．６パーセント）。そ

のNUの地盤である東ジャワでの勝利が同党の

躍進につながった。第４党になった開発統一党

は，スハルト時代の野党であり，全国でまんべ

んなくムスリムの支持を得た（得票率１０．７パー

セント）。第５党の国民信託党（Partai Amanat Na-

sional : PAN）は，同国第２の規模をもつイス

ラーム教組織ムハマディヤ（Muhammadiyah）

を支持基盤とし，在野民主化指導者でムハマデ

ィヤ議長だったアミン・ライス（Amien Rais）

が党首に座っていた（得票率７．１パーセント）。

同党は，この支持基盤とアミン・ライス人気か

ら都市中間層の支持を集めたと考えられている。

１９５０年代のもうひとつの主要政党であったマシ

ュミの正統的後継政党を名乗る月星党（Partai

Bulan Bintang : PBB）は，得票率１．９パーセント

の第６党にとどまった。これら以外の極小政党

をあわせると，議席を確保できた政党の数は２１

にのぼったが，主要政党としての地位を確保で

きたのはすべて確固とした政党組織を全国規模

でもっていた政党で，有効選挙政党数は５．１で

あった。

政党活動が著しく制限されていた４０年間の空

白期間を経て実施された１９９９年総選挙の結果は，

再び５０年代のような多党乱立の記憶を呼び起こ

すものだった。実際，１９９９年１０月に国民協議会
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（Majelis Permusyawaratan Rakyat : MPR）での選

挙によって大統領に選出されたアブドゥルラフ

マン・ワヒド率いる政府の下では，政権側が諸

政党との利害調整をおこなわずに単独で政策を

遂行しようとしたため，国民議会と激しく対立

して政治的停滞を招いた末，２００１年７月には国

民協議会による大統領の罷免という事態にまで

至ったのである（注２１）。その後，副大統領から大

統領に昇格したメガワティ政権の下で政府と議

会側の和解が成立し，政情は安定したが，メガ

ワティが政権安定を最優先としたため，政治改

革と経済再建は遅々として進まないまま２００４年

の総選挙を迎えることになった。

４．２００４年総選挙

スハルト政権崩壊後の６年間は，さまざまな

問題が噴出しつつも，３人の大統領の下で憲法

改正を含む民主化改革が進められ，２００４年４月

５日には任期満了に伴う民主化後２度目の議会

総選挙が実施された。インドネシアで初めて，

民主的に選出された議員と民主的に樹立された

政権に対して国民が審判を下したのである。さ

らに，同年７月には初の大統領直接選挙が実施

され，９月の決選投票を経て１０月に新大統領が

誕生した。一連の選挙が平和裡に実施されたこ

とで，インドネシアの民主化はひとつの到達点

を迎えた。

２００４年議会総選挙は，世界で最も複雑な選挙

のひとつだと評された。中央レベルでは国民議

会（定数５５０）と新設の地方代表議会（Dewan Per-

wakilan Daerah : DPD，各州から４名選出，定数

１２８）の二院，地方レベルでは州議会と県・市

議会の２地方議会に対する選挙が同日に実施さ

れた。さらに投票を複雑にしたのが，新たに導

入された選挙制度であった。つまり，非拘束名

簿式比例代表制が導入され，政党に加えて候補

者も選べるようになったのである（注２２）。

２００４年総選挙前の最大の注目点は，闘争民主

党が第１党の座を守れるかどうかという点であ

った。事前の世論調査などでは闘争民主党の苦

戦とゴルカル党の善戦が伝えられていたが，大

方の予想どおり，第１党の座がメガワティ大統

領率いる闘争民主党からスハルト時代に与党の

立場にあったゴルカル党に移った。闘争民主党

は得票率を１８．５パーセントに大幅に減らした。

これに対してゴルカル党は，前回から１パーセ

ント弱減らしたものの２１．６パーセントの得票率

を維持し，第１党に返り咲いた。

第３党以下には，民族覚醒党，開発統一党，

民主主義者党（Partai Demokrat: PD），福祉正義

党（Partai Keadilan Sejahtera : PKS），国民信託党

が続いた。総選挙に参加した２４政党のうち，国

民議会で議席を獲得できたのは１６政党で，１９９９

年総選挙と比べると５政党の減である（注２３）。し

かしながら，今回の総選挙の特徴は，多党化が

進んだ点にある。有効選挙政党数は，約３党増

えて８．６党へ増加した。

これらの政党のうち，１９９９年総選挙時に主要

政党として登場したいずれの政党も勢力を漸減

させた。それらの主要政党が失った票を獲得し

たのが，新しく登場した政党である。なかでも

民主主義者党，福祉正義党，改革星党（Partai

Bintang Reformasi: PBR），福 祉 平 和 党（Partai

Damai Sejahtera: PDS）の４政党が新党旋風に乗

って登場した（注２４）。

民主主義者党は，改革派退役軍人でメガワテ

ィ政権の下，政治・治安担当調整相の重職に就

いていたスシロ・バンバン・ユドヨノ（Susilo

Bambang Yudhoyono）を大統領にするための政
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治マシーンとして２００１年に設立された。ユドヨ

ノ自身は党の役職には就いていなかった

が，２００４年３月１１日，まさに選挙戦が始まった

その日に突然大臣職を辞任し，民主主義者党の

選挙運動の前面に出た。選挙戦前まではほとん

ど無名だった党が，ユドヨノの個人的人気に乗

って一気に台風の目になったのである。結果は，

結党後わずか２年半，過去の政党と何のつなが

りもない新党であるにもかかわらず，７．５パー

セントの得票率を得て一気に第５党になった。

選挙区別の得票率をみても，全国平均的に得票

しており，スマトラ，ジャワの大票田で確実に

有権者の支持を獲得した。１０パーセント以上の

得票率を記録した州も３つあり，特にジャカル

タでは２０パーセントを獲得して第２党になった。

民主主義者党と並び旋風を巻き起こしたのが，

イスラーム主義政党の福祉正義党である。同党

は厳密にいえば新党ではない。同党の前身であ

る正義党（Partai Keadilan : PK）は，大学キャン

パスでのイスラーム宗教運動が中心となって設

立され［見市２００４，６７―９６］，新党として参加し

た１９９９年総選挙では１．４パーセントの得票率を

得ている。しかし，議席率２パーセントの代表

阻止条項をクリアできなかったため，２００４年総

選挙を前に福祉正義党と合同し再出発を図った

のである。同党は，過去５年間に最も熱心に組

織基盤の強化と選挙区での運動・サービスをお

こなってきた。そうした地道な組織的努力と，

過去の政党や大組織とは無関係の政党という清

新さが，徐々に有権者の間での知名度を上げ，

新しい改革の担い手として注目されるようにな

ったのである。１９９９年総選挙ではジャカルタ，

バンドゥンなどの都市部が主な支持基盤だった

が，今回はスマトラ全州で得票率を５パーセン

ト以上に伸ばした。ジャカルタでは２２パーセン

トの得票率で第１党に躍り出た。

２００４年議会総選挙のもうひとつの注目点は，

投票率の低下であった。スハルト政権崩壊から

すでに６年が経ち，国民は民主化に対する陶酔

から冷め，権力闘争に明け暮れる政治家や無為

無策の政府が政治的無関心層を拡大させた。そ

の結果が，史上最低の投票率８４．１パーセントで，

１９９９年総選挙の９３．３パーセントを大きく下回っ

た。また，複雑な選挙制度と政治的無関心は，

無効票の増加という結果ももたらした。無効票

は，投票全体の８．８パーセント，約１０９６万票に

のぼった。スハルト体制期に，政権に対する抵

抗行動として唱道された白票グループ（Golon-

gan Putih : Golput）が再び注目を集めた（注２５）。

最後に史上初の２００４年大統領選挙について簡

単に触れておく。正副大統領を擁立できるのは，

国民議会の議席率３パーセント以上もしくは得

票率５パーセント以上を得た単独政党もしくは

複数の政党連合である。この候補者の擁立にお

いてポイントとなったのが，大統領直接選挙と

いう選挙制度の特徴である。つまり，候補者が

当選するためには，全国を１区とし絶対多数を

獲得しなければならない。それゆえ，各候補者

は，党派を超えて幅広く支持を獲得する必要性

に迫られた。支持を最大化するためには，世俗

主義対イスラーム，ジャワ対外島といった政治

的対立軸をはさんで対抗関係にある２つのグル

ープを代表する人物を組み合わせることが望ま

しい。さらに，組織票を持つ候補者も魅力であ

る。各政党は，このような思惑から候補者を選

定したのである。

このように，各陣営とも政治的対立軸を表面

化させないよう，選挙民を包括的に取り込む戦
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略を採ったため，候補者間でのイデオロギー的

・政策的違いはほとんどなくなってしまった。

そこで，各候補者が支持獲得のための手段とし

たのが，政党およびその他の社会団体といった

組織を通じた選挙民動員と，テレビを中心とす

るマスメディアを使った候補者のイメージ操作

による支持獲得であった。メガワティら既存の

主要政党が擁立した候補者が組織に頼った選挙

戦を展開したのに対して，新党が擁立したユド

ヨノはメディアを使ったイメージ選挙を選挙戦

略の中心に据えた。結局，７月５日の第１回投

票で第１位となったユドヨノが，第２位のメガ

ワティを決選投票でも抑えて新大統領に当選し

た（注２６）。

Ⅱ インドネシアにおける

投票行動研究の基本的枠組み

１．投票行動研究をとりまく諸問題

インドネシアにおいて民主的に実施された選

挙は過去３回のみであり，しかも最初の民主的

な選挙から次の民主的な選挙までの間に４４年間

という長いブランクが存在している。時系列的

分析をおこなう場合，選挙の実施回数の少なさ

という問題に加えて，選挙の断絶という問題が

立ちはだかる。また，連続して実施された民主

的選挙は直近の２回のみであり，そのデータだ

けで投票行動に関する精緻な分析をおこなうこ

とにはかなりの困難が伴う。さらには，３回の

民主的選挙のうち２回は民主化直後の選挙であ

り，通常の政党支持分布がそのまま選挙結果に

現れる「維持選挙」というよりも，政党支持の

パターンが形成途上，もしくは再編途上に実施

されている選挙であることから，長期的な投票

行動の趨勢を分析する際の問題点は多い。

その民主的な選挙についても，１９５５年総選挙

のデータについては政府による公式の報告書は

残っておらず，現在の総選挙委員会が保有して

いる投票結果のデータも，全参加政党の得票を

網羅していない［KPU２０００］。また，各政党の

得票結果は，選挙区レベル（単独または複数の

州）までにとどまっており，社会文化的な分析

単位としてより適切な県・市レベルの公式デー

タは残っていないのが現状である。

１９５５年総選挙のデータについてのさらなる問

題点は，既存研究が同選挙の分析を参照する際

の基本文献として使われてきたFeith（１９５７）と，

県・市レベルの投票結果のデータが唯一参照で

きる文献であるAlfin（１９７１），そして総選挙委

員会のデータの間で少しずつデータの数値が異

なっているところにもみられる。いまとなって

は，どの文献が最終的な投票結果を正確に記し

ているのか確認するすべはない。厳密な計量分

析にあたっては，この点も障害となる。

スハルト体制時代に実施された選挙をどう扱

うかも容易に答えの出る問題ではない。この間

に実施された選挙は，政治参加と政治的自由が

大幅に制限されているなかで実施されたため，

その前後の選挙とまったく同一のレベルで論じ

ることはまず不可能である。しかしながら，民

主主義を偽装するための選挙だったとはいえ，

政府党ゴルカルの得票率が８０パーセントを超え

たことはなく，村や県・市といった下位レベル

ではゴルカルが過半数以下の得票にとどまるこ

ともあった。さまざまな制約のあるなかでも，

有権者は３つの選択肢のなかからいずれかを選

ぶという行動をとっていたのであり，それは分

析の対象となるであろう。また，民主的な選挙
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と同一に論じることはできないにしても，この

間の選挙における投票行動は，１９５５年と９９年の

２回の総選挙における投票行動を結びつける上

で無視できないものである。

２．投票行動研究の基本的枠組み

（１）１９５５年総選挙とアリラン・ポリティクス

このようにインドネシアの選挙・投票行動を

分析するにあたっては，さまざまな問題が存在

するが，だからといって選挙の研究がこれまで

まったくおこなわれてこなかったわけではない。

むしろ，時事的な解説，投票結果などの集計デ

ータを使った選挙分析，地方における事例研究

をもとにした分析など，さまざまな研究がこれ

までおこなわれてきた。ここではそのすべてを

網羅的に振り返る余裕はないが，そのなかでも

主要な文献を検討しながら，これまでインドネ

シアの投票行動を分析する際に参照されてきた

基本的な枠組みを確認する。なお，本節で検討

する文献は，基本的に質的研究に限り，計量的

分析手法を使った量的研究については次節でま

とめて議論する。

インドネシアにおける選挙分析の出発点とな

ったのが，１９５５年総選挙の結果を対象としたフ

ィースの研究［Feith１９５７］である。選挙前の

政治情勢から選挙運動，投票日の様子などを詳

細に記述したこのモノグラフのなかで，フィー

スは，その投票結果に大きな地域的な偏りがあ

ることに注目し，サントリ（santri）とアバンガ

ン（abangan）という社会宗教的亀裂と少数民

族の存在が（イスラーム系）宗教政党と非宗教

政党に対する投票という形となって現れるとと

もに，階級（鉱山労働者，農業労働者といった下

層民と，政府機構の担い手である官僚パモン・プ

ラジャらの旧中間層）という要因が非宗教政党

内での共産党と国民党に対する投票分化につな

がったと考えた［Feith１９５７，７７―９１］（注２７）。

このサントリ・アバンガンという社会宗教的

亀裂と政治構造の関係を体系的に示したのがギ

アツである［Geertz１９７６］。ギアツは，ジャワ

の社会構造を分析するにあたって，ジャワ社会

が経験した文化変容によってもたらされた社会

宗教的亀裂を３つに類型化した（表１）。それ

によれば，ジャワ社会は，イスラーム教徒だが

伝統的習俗も信仰する農民らからなる「アバン

ガン」，ヒンドゥー・仏教文化の影響を強く受

けた王宮貴族・官僚らからなる「プリヤイ」（pri-

yayi），そして敬虔なイスラーム教徒で商業に

従事する「サントリ」から構成されている。こ

れらの社会宗教的亀裂は政治的指向の違いとな

って現れ，政党を中心に，それぞれの亀裂に沿

って大衆が組織化される。このような同一のイ

デオロギー的傾向をもつ組織の結合体をギアツ

は「アリラン」（aliran）として概念化し，この

アリランこそが１９５０年代の議会制民主主義期に

類 型 宗教的伝統 社会構造 政党支持

アバンガン
プリヤイ
サントリ

アニミズム
ヒンドゥー・仏教的世界観

イスラーム

村落（デサ）
政府官僚制（ヌガラ）
市場（パサール）

共産党
国民党

マシュミ，NU

（出所）筆者作成。

表１ ギアツによるジャワ社会の３類型
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おけるインドネシア政治を規定するものだと主

張したのである。具体的には，アバンガンとプ

リヤイが世俗主義系政党である共産党と国民党

を支持する一方，サントリがイスラーム系政党

のNUとマシュミを支持するとした。

このアリランを基底とした政治（アリラン・

ポリティクス）という概念は，その後今日まで，

インドネシアの政治を社会文化構造との関連で

分析する際に必ずといっていいほど参照される

ことになる。これを投票行動分析との関連で考

えると，アリランとは，インドネシアの歴史・

伝統のなかで独自に発展した社会的亀裂を指す

といえ，社会的亀裂と投票行動の関係を明らか

にしたコロンビア・モデルと同じ流れのなかに

位置づけられるだろう。つまり，インドネシア

においては，文化宗教的伝統に根付く社会的亀

裂が有権者の投票行動に影響を与え，それが政

党システムの構造を規定するというわけである。

（２）スハルト体制期の選挙・投票行動研究

スハルト体制期に入り，選挙は政府による厳

しい監視・干渉の下でおこなわれ，政党システ

ムは政府党ゴルカルの誕生と共産党の消滅とい

う大きな変動を経験したが，投票行動研究にお

いては社会宗教的亀裂──なかでも，サントリ

とアバンガンの間での政党支持の違い──の有

効性が引き続き議論の焦点となった。

特にその焦点となったのが，ゴルカルの位置

づけである。スハルト体制初期のゴルカルと選

挙について研究したNishihara（１９７２）やLiddle

（１９７３）は，１９７１年総選挙におけるゴルカルの

勝利を官僚と国軍による投票圧力・脅迫といっ

た要因から説明した。また，Dahm（１９７４）は，１９５０

年代のイデオロギー政治に嫌気がさした有権者

がゴルカルを政府党として認知して投票したと

し，アリラン・ポリティクスの有効性は減じつ

つあると論じた。

他方，ゴルカルをアリラン・ポリティクスの

文脈のなかで分析したマッキーは，政府党とし

てのゴルカルが勝利したことには同意しつつも，

アリランの重要性の低下については反対の見解

を示し，ゴルカルがアバンガンの政党として登

場したと論じた［Mackie１９７４］。東ジャワの事

例研究を通じて１９７１年総選挙を分析したWard

（１９７４）も，分析枠組みのなかに明示的にアリ

ランの概念を用いてはいないが，ゴルカルが元

共産党系住民と下級役人（pamongpraja）の支持

を取り込むことで，５５年総選挙では共産党と国

民党の地盤だった地域で勝利できた一方，NU

の地盤では票を獲得することができなかったと

し，サントリとアバンガンの間で投票パターン

に違いがみられることを示した。

一方，投票行動を規定する他の要因に注目す

る研究も提示されるようになる。例えば，Sury-

adinata（１９８２）は，１９８２年総選挙を分析した論

文のなかで，都市と農村の間には投票行動の違

いはみられないが，ジャワと外島における投票

行動のパターンの違いに注目し，それがジャワ

の貴族的農村文化と外島のイスラーム的海洋文

化によって形成された社会的亀裂によってもた

らされたことを示唆した。

また，１９８７年総選挙を分析したKing and Ras-

jid（１９８８）は，それまでイスラーム系政党（１９７７

年以降は開発統一党）が優位を保っていたアチ

ェ特別州選挙区においてゴルカルが勝利した要

因として，中央政府からの開発予算の減少に直

面したアチェのエリートがゴルカルを勝利に導

くことにより将来的な開発予算の増額を目指し

たことが挙げられるとした。政権交代を望めな
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い権威主義体制下の選挙においては，政府の業

績に対する回顧的投票（retrospective voting）を

おこなうよりも，将来的な政府の歓心を買うた

めの展望的投票（prospective voting）をおこな

う方が合理的であることを示す興味深い指摘で

ある。

しかしながら，スハルト体制期の投票行動研

究は，政治状況と研究環境の２つの大きな制約

から，有権者の投票行動を何らかの分析枠組み

から論じるよりも，その時々の事件と投票の関

係を時事的に解説するものが多くなった（注２８）。

それらの研究によれば，例えば，イスラーム系

の開発統一党は，１９８５年に建国五原則パンチャ

シラの唯一原則化によって党是としてのイスラ

ームを放棄せざるをえなくなり，党章もカーバ

神殿から星に変更させられたことに加え，最大

の支持基盤であったNUが政治活動から手を引

いたことで８７年総選挙では惨敗を喫した。１９９２

年総選挙では，民主化を求める都市部青年層の

支持を受けて民主党が躍進したが，９３年に党首

に就任したメガワティが９６年のジャカルタ民主

党本部暴動事件で追放され，政権の傀儡党首ス

ルヤディ（Soerjadi）が就任した後におこなわ

れた９７年総選挙では，民主党は得票を大きく減

らした。一方，民主党メガワティ派と「メガ・

ビンタン」（Mega−Bintang──メガと星）連合を

組んだ開発統一党が反政府票を取り込んで票を

伸ばしたのだった。

（３）民主化と選挙・投票行動研究

１９９９年，再び民主的な総選挙がおこなわれた

ことを受け，有権者の投票行動に対する関心も

高まった（注２９）。特に分析の焦点となったのが，

１９５５年総選挙以降権威主義政権によって政治の

舞台に登場することを封じられてしまったアリ

ラン・ポリティクスが復活するか否かであった。

例えば，Suryadinata（２００２）は，１９５５年総選挙

の結果と９９年総選挙のそれを比較しながら，ジ

ャワ対外島という地域主義とアバンガン対サン

トリという民族宗教的亀裂がいまもインドネシ

アの政治を規定していると論じた。

イスラーム系政党に対する関心が高まったの

も１９９９年総選挙の特徴である。Turmudi（２００４）

は，東ジャワ州ジョンバン県における１９９７年総

選挙と９９年総選挙の比較事例研究から，政党の

名称は変わったとしても５０年代のアリラン・ポ

リティクスが投票行動に及ぼす影響は強いと結

論づけた。つまり，１９９９年総選挙では，アリラ

ン・ポリティクスを象徴する政党は，サントリ

の支持した民族覚醒党と月星党，そしてアバン

ガンが支持した闘争民主党というわけである。

トゥルムディによれば，イスラーム教徒（サン

トリ）の投票行動を決定する大きな要因は，「イ

スラーム教徒はイスラーム政党を支持しなけれ

ばいけない」という宗教的規範と，地域の宗教

指導者（ウラマやキアイ）の政党支持であると

された。

このようにサントリによるイスラーム系政党

の支持というパターンがいまも続いていると考

えられるにもかかわらず，いずれの政党も世俗

主義系の闘争民主党やゴルカル党に勝てなかっ

たことも議論の対象となった。それだけ，イス

ラーム系政党の敗北は予想外の結果と受け止め

られたのである。明示的にイスラームを党是と

標榜するか，または世俗主義を標榜しながらも

イスラーム組織を支持基盤とする政党をイスラ

ーム系政党と定義すると，１９９９年総選挙に参加

した４８政党のうち２０政党がそこに含まれる（注３０）。

しかしながら，全イスラーム系政党の得票の合
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計は３７．６パーセントで，１９５５年の主要イスラー

ム系政党の得票率４３．９パーセントに及ばなかっ

た（注３１）。

このような結果は，イスラーム系政党が多数

の党に分裂したため，イスラーム票が分散した

ためだと主に考えられた［例えば，Basyaib and

Abidin１９９９］。また，Haris（２００４）は，イスラ

ーム指導者の分裂という内部的要因だけでなく，

経済成長に伴うムスリム社会内部での変動によ

って多くのイスラーム教徒がイスラームと政治

の関係を分けて考えるようになった一方で，世

俗主義系政党自身はより「イスラーム的」にな

りつつあるといった外部要因によってもイスラ

ーム系政党の失敗がもたらされたと主張してい

る。これらの議論からみえてくるのは，社会に

おけるイスラーム化の進行は，決して政治的な

イスラーム化の進行を伴ったものではないこと

や，サントリの政治的指向もイスラーム国家の

樹立を求める急進的なものよりも，インドネシ

ア国家の存在を前提としつつ社会の漸進的なイ

スラーム化を求めるものに変化しつつあるとい

ったことである（注３２）。

２００４年総選挙を分析した研究は，これまでそ

れほど多くはない（注３３）。しかし，ここでもサン

トリ・アバンガンという社会的亀裂が議論の出

発点であることにはかわりがない。例えば，白

石（２００４）は，議会選挙では多党化が進んだが，

イスラーム勢力と世俗主義勢力というインドネ

シア政治における基本的な社会的亀裂の存在と

２つのグループの勢力分布に大きな変化はない

と述べている。川村（２００５a）も，この選挙を

分析した小論のなかで，既成政党に対する国民

の不満とその裏返しとしての新党への期待が多

党化現象の背景にあったとしつつも，既成政党

から新党へという票の移動は，サントリ・アバ

ンガンの社会的亀裂をまたぐことはなかったと

した。川村は，別の論考でも，１９９９年総選挙と

２００４年総選挙の間でイスラーム系政党と世俗主

義系政党に投票した有権者の割合が４対６でほ

とんど変化がなかったと述べ，社会的亀裂が投

票行動の規定要因となっていると主張した［川

村２００４a］（注３４）。

（４）アリラン・ポリティクスの分析概念上の問

題

以上でみてきたように，サントリ・アバンガ

ンという社会的亀裂から投票行動を分析する枠

組みは，これまでのインドネシアにおける選挙

研究の中心をなしてきた。しかし，この分析枠

組みに問題がないわけではない。その最大の問

題点は，アリランを構成するサントリ，アバン

ガン，プリヤイという３類型を実証分析のなか

でどのように操作化して使うかという点である。

この３類型の分析上の問題点については，

Hefner（１９８７，５３３―５３５）が次のように手短にま

とめている。まず第１に，しばしば指摘される

点として，プリヤイというカテゴリーは，サン

トリ，アバンガンという文化宗教的なものと違

って，「小さき民」（wong cilik）に対する貴族を

指す階級概念である。プリヤイのなかには，敬

虔なイスラーム教徒，つまりサントリ的性格を

もつ者も含まれるのである。これに対して，階

級と文化宗教的指向が最も一致するのがイスラ

ーム商人である。第２に，ここに地域的な相違

が絡んでくる。ジャワ文化の中心地である中東

部ジャワだけをとっても，ジャワ島中部の南岸

はアバンガンの文化圏である一方，北岸はサン

トリの文化圏であるし，ジャワ島東部でもマド

ゥラはサントリの文化的色彩が濃い地域である。
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また第３に，アバンガンとサントリの対立軸の

歴史は実は比較的新しく，せいぜい１９世紀にさ

かのぼるに過ぎない。その意味で，この社会的

亀裂は決して固定的なものではなく，歴史的に

常に変化していく可能性のあるものなのである。

また，分析枠組みとしてのアリラン・ポリテ

ィクスは，元来，ジャワ社会を分析するツール

として考え出されたものであったが，それを他

地域へ適用することの妥当性が検討されること

なく，インドネシア全体の政治や選挙の分析に

援用されてきたという問題もある。特に，イン

ドネシア政治の文脈で大きな影響を持つ亀裂の

ひとつであるジャワと非ジャワ（または，外島

と呼ばれる）地域の対立は，（意識的なのか無意

識的なのかは不明だが）アバンガン的文化圏と

してのジャワとサントリ的文化圏の外島の間の

対立というように読み替えられる傾向にある。

というのも，歴史的傾向として，ジャワではア

バンガンが支持する世俗主義的政党が強かった

のに対して，外島（特に，スマトラ，カリマンタ

ン，スラウェシなど）ではサントリが支持する

イスラーム系政党が強かったことから，アバン

ガン対サントリとジャワ対外島という２つの対

概念はパラレルなものとみなされることが多か

った。このような概念の拡張的な使用について

大きな疑義が出されることはこれまであまりな

かったが，ジャワ研究から帰納的に導き出され

たアリランの概念を非ジャワ地域に適用するこ

とが可能かどうかは，実は自明ではない。

これらのアリランの概念上の問題は，投票行

動を計量分析の手法を用いて研究する際に特に

重要である。世論調査によるサーベイ・データ

を用いるのではなく，集計データを使って分析

をおこなう場合，このサントリ・アバンガンと

いう社会的亀裂に基づく概念を操作化する必要

があるが，概念定義が明確でなければそれを構

成する要素を確定することができない（注３５）。そ

の場合，研究者間でそれぞれ恣意的に指標が用

いられることになり，同じ言葉を使っていなが

ら論じている内容が異なるという結果になって

しまう恐れがあるのである。

次節で検討するインドネシアにおける投票行

動の計量分析でも，議論の出発点はやはりサン

トリ・アバンガンという社会的亀裂であるが，

上記のような問題点が存在することを念頭に置

きながら，それぞれの研究を検討していくこと

とする。

Ⅲ インドネシアにおける

投票行動に関する計量的分析

１．初期の計量的分析

インドネシアにおける投票行動研究に計量的

分析手法を初めて導入したのが，ガファールで

ある［Gaffar１９９２］。彼は，中部ジャワのジョ

グジャカルタ特別州クロンプロゴ県（Kabupaten

Kulongprogo）にある３カ村でフィールド調査

をおこない，そこで得られた世論調査データ（サ

ンプル数５４０）からスハルト体制期の１９８７年総選

挙におけるジャワ農村住民の投票行動を分析し

た。この調査では，ゴルカル，開発統一党，民

主党の３政党に対する投票を従属変数（名義尺

度）として，社会宗教的信条（サントリ・アバ

ンガン），政党帰属意識（party identification），リ

ーダーシップのパターン，および社会階層の４

つの独立変数（順序尺度または間隔尺度）との関

係を判別分析の手法を用いてさぐった。

アバンガンとサントリを操作化するにあたっ

������������������������������������� 研究レビュー �������

53



ては，調査回答者にどちらのグループに属する

かを訊いたうえで，宗教的行為への関与度を調

べ，強いアバンガンから弱いアバンガン，弱い

サントリから強いサントリという６段階尺度を

使って回答者を分類している（図１）。

ここで宗教的行為への関与度を調べる際に用

いられた指標は，イスラームの場合は１日５回

の礼拝，金曜集団礼拝への参加，ラマダン月の

断食，喜捨，イスラーム組織への参加の度合い

であった。一方，ジャワ伝統宗教の場合は，ジ

ャワ信仰（クジャウェン）の実践，祖先崇拝，

精神的師への帰依，精神的修行への参加の度合

いによって計られた。

政党帰属意識の調査ではミシガン・モデルに

おける質問の仕方がほぼ踏襲されるとともに，

家族の投票行動パターンも質問されて，家庭内

における政治的社会化の影響も調べられた。ま

た，社会階層については，土地の保有状況，教

育程度，職業分類が指標として用いられている。

ガファールの分析によれば，全体としてサン

トリ・アバンガンという社会宗教的信条が投票

行動に及ぼす影響が最も大きく，それに政党帰

属意識，リーダーシップ，教育が続くという結

果が示された。特に，開発統一党と民主党に対

する支持では，社会宗教的信条との相関が高い。

一方，ゴルカルに対する支持では，それ以上に

リーダーシップの影響力が強いことが明らかに

なった。つまり，開発統一党と民主党というイ

スラーム対世俗主義を体現する政党への支持は，

サントリ・アバンガンという社会的亀裂によっ

て規定されている一方，政府党ゴルカルへの支

持は，村長などの地域有力者の影響が大きいと

いうことが明らかにされたのである。これに対

して，いずれの政党支持においても社会階層の

影響はほとんど観察されなかった。

このガファールによる研究の最大の貢献は，

計量的分析手法を用いた初めての本格的なイン

ドネシアの投票行動研究であるという点に加え

て，当時の政治状況では非常に困難であったサ

ーベイ調査をおこない，そのデータを用いて投

票行動を実証的に明らかにしようとした点にあ

る。彼の研究によって本格的なインドネシアの

投票行動研究への道が開かれたといえる。ただ

し，調査対象がジャワ島中部の３カ村に限られ

ていたため，調査結果の普遍性については疑問

が残ることも確かである。

ガファールの研究を批判的に継承して，イン

ドネシアにおける投票行動の異なる側面を明ら

かにしようとしたのが１９７１年総選挙から８７年総

選挙までを対象としたクリスティアディの研究

である［Kristiadi１９９６］。彼は，ジョグジャカ

ルタ特別州ジョグジャカルタ市クラトン郡（Ke-

camatan Kraton, Kodya Yogyakarta）内の３区に住

む３００人と中ジャワ州バンジャルヌガラ県シガ

強い
アバンガン

中程度の
アバンガン

弱い
アバンガン

弱い
サントリ

中程度の
サントリ

強い
サントリ

図１ ガファールの用いたサントリ・アバンガンの６段階尺度

（出所）Gaffar（１９９２，３２）．
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ル郡（Kecamatan Sigaluh, Kabupaten Banjarnegara）

の３カ村に住む２７８人の合計５７８人に対するサー

ベイ調査をおこない，その投票行動を明らかに

しようとした。

クリスティアディは，この研究とガファール

の研究との違いを次の４点にあるとしている。

つまり，第１に，ガファールの研究がどの政党

を支持しているかという「政党支持」を従属変

数としていたのに対して，クリスティアディの

研究は実際に何党に投票したかという「投票行

動」を明らかにする。第２に，この研究では，

ジャワ社会が経験しつつある根本的な社会変動

のため宗教が投票行動に及ぼす影響はほとんど

ないと考え，ギアツによるアリランの概念は用

いない。ここでの独立変数は，地域指導者たち

の政党支持，有権者本人の政党帰属意識，マス

メディアの影響，および社会構造（年齢，教育

程度，職業，都市・農村）である。第３に，ガ

ファールの研究が比較的同質的な３カ村をサン

プルとしたのに対して，ここでは都市部と農村

部からサンプルを得た。両者の違いの第４の点

は，投票を順序尺度を使って重回帰分析したと

ころにある。そして最終的な結論として，この

研究は，アリラン概念の有効性を確認したガフ

ァールの研究とは反対に，ギアツの概念化から

３０年が経過して，もはやサントリ・アバンガン

という社会的亀裂によって投票行動を説明する

ことはできないと主張するのである。

クリスティアディの研究が明らかにしたこと

は，有権者の政党帰属意識は地域有力者の政党

帰属意識に大きく影響されて形成されており，

特に教育程度が低く，年配の有権者にその傾向

が強いことである。その意味で，インドネシア

の投票行動はパトロン・クライアント的である

とした。この結論は，地域有力者の政党支持に

及ぼす影響は大きいとしながらも，それはあく

までサントリ・アバンガンという社会的亀裂の

枠内でおこるものであり，ジャワのパトロン・

クライアント関係は物質主義的なものではない

としたガファールの結論とは対照的である。

クリスティアディに続いて，より精緻な投票

行動の計量分析をおこなったのが，マラランゲ

ンである［Mallarangen１９９７］。この研究は，１９７７

年総選挙から９２年総選挙までの間におこなわれ

た４回の選挙における投票行動を，集計データ

を使って計量的に分析したものである。ここで

の分析単位は，選挙区である州のひとつ下の行

政単位である県・市である。したがって，これ

以前の研究のように世論調査にもとづく心理学

的データは用いられていない一方で，サンプル

数の多さと全国的な広がりが確保されており，

研究の普遍性は格段に向上している。

この研究のなかでは，独立変数として，サン

トリ・アバンガン，都市・農村（都市人口比率，

人口密度，高等専門学校卒業者比率，テレビ保有

率，仏教徒比率（注３６）），階層（農地保有状況），経

済発展（大中規模企業・労働者比率），地域（ジ

ャワまたは外島（注３７））を使い，さらに，政府活

動（インフラの整備状況，政府予算，公務員比率），

政党帰属意識の代替変数として政党の制度化度

と政党競争の経歴（過去の選挙における平均得票

率，過去の選挙における有効政党数），投票率を

媒介変数とし，これらの変数によって説明され

る従属変数を政党得票率と有効選挙政党数に設

定して，４回の選挙結果それぞれについて重回

帰分析をおこなった。

マラランゲンは，クリスティアディがもはや

有効でないとして分析に組み込まなかったサン
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トリ・アバンガンという社会的亀裂を利用可能

なデータから操作化して，その有効性を実証的

に明らかにしようとした。彼は，分析単位であ

る県・市におけるムスリム人口とイスラーム教

育を指標として用いた。具体的には，ムスリム

人口比率，初等教育教師のなかの宗教教師の比

率，イスラーム初等学校をもつ村の比率，一般

初等学校に対するイスラーム初等学校の生徒の

比率，およびキリスト教徒比率という統計が用

いられた。

マラランゲンの全体的な結論は，政党帰属意

識が投票行動を規定する力が最も大きいという

ものである。社会的亀裂については，サントリ

・アバンガンと都市・農村が投票行動を大きく

規定するが，前者の影響力が減じつつあるのに

対して，後者の影響力は年々増す傾向にあり，

都市では在野党に対する支持が高まりつつある

とした。また，ジャワと外島という地域的要因

についても，ジャワにおける在野党支持，外島

における政府党支持という傾向が年々強まって

いる。一方，階層が投票行動を規定する力はそ

れほど大きくないことに加え，下層＝民主党の

支持基盤という一般的通念は，少なくとも１９９２

年以前には確認されず，むしろ下層民は開発統

一党を支持していることが明らかにされた。経

済発展の進展度は在野党に若干有利に働くもの

の，それほど説明力は大きくない。また，政府

活動の大きさや投票率の高さは政府党に対して

ポジティブに働くことが明らかにされた。

この研究は，それぞれの総選挙の結果につい

て回帰分析をおこなって有権者の投票行動を明

らかにしているが，これまで質的な分析や時事

解説にとどまっていた選挙分析が計量的に明ら

かにされた点は大きな貢献である。例えば，１９８７

年総選挙での開発統一党の大敗が，NU離脱に

よる支持基盤の崩壊とイスラーム政党であるこ

とを放棄させられたことによるものであったこ

とが，計量的に明らかにされた。また，民主党

の支持層は一般的な通念と異なり中・上層であ

ったが，メガワティが登場した１９９２年総選挙で

は都市の下層による支持を初めて受けて躍進し

たことも，この分析によって分かったことであ

る。

このようにマラランゲンの研究は，ガファー

ルに始まった投票行動研究をさらに一歩押し進

めるものだったといえる。しかし，世論調査デ

ータではなく集計データを使った分析だったた

め，概念を操作化するにあたっては苦労の痕が

みられる。サントリ・アバンガンを示す指標や，

政党帰属意識を示す指標について，彼の操作化

が本当に妥当だったのかどうかは議論の余地が

あろう。特に，心理学的調査から得られるべき

政党帰属意識のデータを集計データである選挙

結果から類推する方法は，データの分析レベル

の違いという点からも，相関のある結果から原

因の独立変数を導き出している方法の点からも，

問題がある。また，利用できる統計データの制

約から，総選挙の時点よりも古い時期の社会経

済統計がしばしば用いられていることなども注

意する必要があるだろう。

２．民主化後の計量的分析

民主化後に実施された１９９９年総選挙からは，

自由な投票が保障されるようになったことで，

より純粋な意味での投票行動研究がおこなえる

ようになった。さらに，投票結果に関する正確

なデータが容易に入手することができるように

なったことで，計量的分析を本格的におこなう

研究環境が整いつつある。
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民主化後の本格的な計量的分析の端緒となっ

たのが，キングによる１９９９年総選挙と５５年総選

挙の比較分析である［King２００３］。キングは，

全国の県・市レベルの投票結果を使って政党支

持の連続性を計量的に検証し，１９５５年総選挙と

較べると社会的亀裂の影響力が減じているが，

アバンガン・サントリと伝統主義イスラーム・

近代主義イスラームという対立軸が１９９９年総選

挙で再び観察されたことを明らかにした。

またキングは，全国の県・市レベルのデータ

を用いて１９９９年総選挙の投票行動について計量

分析をおこなっている。ここでは，独立変数と

して，１９５５年と９７年総選挙の各党得票率，地域

（ジャワ・バリ，スマトラ，インドネシア東部地

域），都市化（大・中規模企業数・労働者数，都

市人口比率，人口密度，テレビ保有率，高等専門

学校卒業生比率，農業雇用者比率など），政府活

動（政府開発予算，公務員数，固定資産税収入，

中央政府からの補助金），イスラーム度（イスラ

ーム教徒比率，小学校のイスラーム教師比率，キ

リスト教徒比率），教育・識字（非識字率，小学

校未就学率など），相対的貧困度（土地保有状況），

経済発展（小企業雇用者比率，地方政府自己収入，

小規模農家比率）を使う一方，政党の得票率と

有効政党数を被説明変数として重回帰分析をお

こなった。

１９９９年総選挙の結果に対するキングの結論は，

次のようになる。都市・農村軸の投票行動に及

ぼす影響は大きく，都市化は闘争民主党と国民

信託党にプラスに，民族覚醒党と開発統一党に

マイナスに働いた。イスラーム度は闘争民主党

にマイナスに働くが，イスラーム系政党に対し

ては多数の政党が乱立したためかはっきりした

効果は観察されない。非識字率は，有効政党数

と闘争民主党，ゴルカル党，開発統一党，国民

信託党にマイナスに働くが，民族覚醒党にはプ

ラスに働く。また，経済発展は民族覚醒党にマ

イナスに働く。相対的貧困の拡大は有効政党数

を増やすという結果が示された（注３８）。さらに，

いずれの政党についても，地域的要因の得票に

及ぼす影響が非常に大きいことが分かった。

キングの研究は，１９５５年総選挙と９９年総選挙

の比較研究においてはサントリ・アバンガンと

いう社会的亀裂の投票行動に及ぼす影響を認め

ているが，９９年総選挙の結果の分析ではそれを

計量的に示すまでには至っていない。それも，

この概念を，集計データを使ってどのように操

作化するかという問題に起因していると考えら

れる。また，同様の問題として，政党帰属意識

という認知的変数を使えないため，１９５５年と９７

年の選挙における政党の得票率をその代替変数

として使っているが，その妥当性についても議

論の余地があろう。さらに，マラランゲンの研

究と同様の問題として，経済社会データが１９９０

年代前半のセンサスをもとにしており，分析対

象である９９年と較べて古いデータを使っている

ことも指摘されるだろう。この時期には，民族

に関するセンサス・データがなかったため，代

替変数として地域を用いていることもこの分析

の弱点になっている。

キングの研究における統計データ上の弱点を

補おうとしたのが，アナンタらによる研究であ

る［Ananta, Arifin and Suryadinata２００４］。この研

究も，全国の県・市レベルの統計を使った１９９９

年総選挙の投票行動に関する計量分析である

が，２０００年センサスを利用することができたこ

とで，選挙実施とほぼ同じ時期のデータを分析

に使えただけでなく，民族の人口の実数を利用
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することが可能になった。ここでは，独立変数

として，宗教・民族，教育程度（小学校卒以下

の人口，高卒以上の人口），移住者人口（５歳以

上）・都市人口，経済発展（１人当たり県・市

域内総生産），貧困（貧困人口）を用いて，政党

得票率との因果関係を重回帰分析によって明ら

かにした。

ここでの議論の中心は，宗教と民族という社

会的亀裂が投票に及ぼす影響と他の社会経済的

変数のそれとを比較することであった。宗教に

ついてはイスラーム教徒人口を，民族について

はジャワ人人口を，地域についてはジャワと外

島という変数を用いた。しかし，これまでの投

票行動研究における中心的テーマであったサン

トリ・アバンガンという社会的亀裂については，

適当な統計がないとして扱われなかった。

本書の分析によると，他の社会経済的変数を

コントロールすると，宗教・民族が投票行動に

及ぼす影響が大きいことが分かる。しかし，宗

教・民族の変数の影響力は一般に考えられてい

るよりも小さく，他の社会経済的変数（特に教

育程度）が投票行動を規定する力が大きいとい

う。また，マラランゲンの研究が明らかにした

結果と同様，ここでも闘争民主党が高学歴者か

らの支持を集めていることが示されたことは興

味深い。また，スハルト体制崩壊以後のゴルカ

ル党がイスラーム教徒からの支持を高めつつあ

るといったことが統計的に見出された。

しかし，ここで使われている計量的手法は非

常に単純なものである。東方が指摘しているよ

うに［東方２００５，１７２］，単純な最小二乗法を用

いて従属変数である政党の得票数を独立変数の

値の実数によって説明しているため，多重共線

性の問題が生じている可能性があるなど，その

統計的推計の手法に問題がある。

２００４年に実施された民主化後２度目の総選挙

についても，計量的分析にもとづく投票行動研

究が出され始めている。キングと同様の分析手

法を使って，１９９９年総選挙と２００４年総選挙の投

票行動を分析したのがバスウェダンの研究であ

る［Baswedan２００４］。この研究によれば，２つ

の選挙の間の県・市レベルにおけるイスラーム

系政党の支持には強い相関関係がある。また，

世俗主義系およびキリスト教系政党は，１９９９年

総選挙で闘争民主党の地盤となった県・市で強

く支持されたことが分かる。よって，バスウェ

ダンは，有権者レベルではアリラン・ポリティ

クスがいまでも観察され，２００４年総選挙でアリ

ランを越えた票の移動はみられなかったと結論

づけた。

２００４年総選挙で惨敗した闘争民主党の敗因を

計量的に分析したのが東方である［東方２００５］。

ここでは，従属変数を闘争民主党の得票率とし

て，これと民族（ジャワ人比率），イスラーム教

徒比率，大卒者比率，都市人口比率，貧困率，

地域（州）という独立変数との相関関係を分析

している。それによると，１９９９年総選挙と２００４

年総選挙との間には，各県・市の主要政党への

支持に継続性が強くみられた。しかし水準でみ

ると，闘争民主党の得票率は全国的に前回の６

割程度にまで落ちている。その闘争民主党の支

持者は，非イスラーム教徒・ジャワ人に偏る傾

向を示している。ただし，２００４年総選挙では高

学歴・都市居住者・貧困層の支持が離れ，闘争

民主党の得票率は減少したという。

興味深いのは，東方も，１９９９年総選挙におい

て貧困層が闘争民主党を支持したという傾向は

見出すことができなかったという推計結果を示
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していることである。むしろ，貧困率をその地

域の経済水準を示す変数として捉え直して，

２００４年総選挙における闘争民主党の敗北は有権

者が経済投票をおこなったためではないかとい

う東方の推論は重要な指摘だろう（注３９）。

最後に取り上げるリドルとムジャニの論文は，

全国規模の世論調査データを用いて１９９９年総選

挙と２００４年総選挙を分析したインドネシアで最

初の投票行動研究ということで注目される［Lid-

dle and Mujani２００７］。１９９９年総選挙後の全国世

論調査は，ランダム・サンプリングにより選ば

れた２５００人に対して，著者らが代表として加わ

ったインドネシア大学のチームによって面接調

査がおこなわれた（有効回答数１１５６）。一方，２００４

年総選挙後の全国世論調査は，著者のひとりム

ジャニが代表となり０３年に設立された同国初の

本格的世論調査機関であるインドネシア・サー

ベイ研究所（Lembaga Survei Indonesia : LSI）が

実施した１２００人に対する面接調査が基になって

いる。

ここで用いられている独立変数は，党首評価，

ミシガン・モデルと同様の政党帰属意識，アリ

ランの指標としてのイスラーム教徒性，政治経

済状況（経済状況に対する認識），社会階層（教

育程度，職業，収入），民族（ジャワ人と非ジャワ

人），都市・農村，年齢，性別である。リドル

らは，アリラン概念を操作化するにあたっては，

近年のインドネシア社会におけるイスラーム化

を考慮して，１日５回の礼拝，ラマダン中の断

食，コーラン学習，宗教講話への参加度合いを

組み合わせて数値化している。

彼らは，まず２変量分析をおこない，投票行

動に最も強い影響を与えるのが党首評価で，こ

れに次いで政党帰属意識との関係が強いとして

いる。これに続いて，リドルらはさらに多変量

解析をおこなって，やはり党首評価が投票行動

を決定する最も大きな要因であることを示し，

他の変数に係わらず常に強い関係があったこと

を明らかにした。また，政党帰属意識も比較的

強い関係を示すという。これに対して，イスラ

ーム教徒性は，民族覚醒党や開発統一党に対す

る投票を説明する力を持つが，全体としてはそ

れほど規定力が強くない。回顧的投票について

は２変量分析では若干の因果関係が確認される

が，多変量解析では影響がなくなる。一方，教

育の影響力は高く，教育程度が高いほど国民信

託党，福祉正義党，民主主義者党への投票が増

える。次に都市・農村の変数は，１９９９年総選挙

ではそれほど確認されないが，２００４年総選挙で

は特に福祉正義党と民主主義者党への投票との

関係が確認される。最後に，民族の要因は，一

般にいわれているように，ジャワ人の闘争民主

党に対する投票という点で確認される。

この研究は，サンプル数が若干少ないという

問題はあるが，体系的に実施された世論調査デ

ータを用いてインドネシアにおける有権者の心

理学的側面（認知）に関するデータを収集し，

それに基づいて投票行動を計量的に分析したと

いう点で大きな意義をもっている。ただし，ム

ジャニのように世論調査を自ら実施するのは通

常の研究者にとってはほとんど困難であり，こ

の研究の検証可能性をどうやって確保するのか

という問題は残るだろう。

お わ り に

１９５５年総選挙の分析に始まったインドネシア

の投票行動研究は，９０年代に入ってアメリカの
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大学で教育を受けたインドネシア人研究者によ

って計量分析の手法が導入されて大きく発展し

た。民主化後，選挙データの利用可能性が著し

く高まったことで，今後もより精緻化された研

究が進んでいくことであろう。また，インドネ

シアに民主政治が根付いていけば，さらに自由

な選挙が重ねられ，投票行動研究の研究基盤も

整っていく。それに対して，研究者も，社会的

亀裂概念のより適切な操作化という課題も含め，

さまざまな分析ツールの工夫を通じて投票行動

を規定する要因を明らかにしていく努力が求め

られている。

また，２００４年の一連の総選挙は，インドネシ

アの選挙・投票行動研究に新たな視角が必要で

あることを提起しているように思われる。議会

総選挙での新党の躍進は，既存の分析枠組みか

らは説明が難しい現象であるし，大統領選挙で

政党に基盤を持たない候補が圧勝したことは誰

も予想できなかった。既存の研究には，有権者

の政党支持は社会的亀裂の拘束を受けてかなり

固定的であるという暗黙の了解があったからで

ある。

しかし，民主化後の２度の選挙を経て分かっ

たことは，有権者の投票行動が予想以上に流動

化しているということである。１９９９年総選挙の

際には誰も気づかなかったが，政党支持を失っ

て流動化した有権者の投票によって闘争民主党

の圧勝がもたらされた可能性も大きい。２００４年

総選挙での同党の大敗はその裏返しだったとも

いえる。

その意味では，サントリとアバンガンという

社会的亀裂だけでは説明が困難な投票パターン

が出現しつつある（注４０）。２００４年総選挙における

既存政党と現職大統領の敗北は，むしろ，有権

者の政権に対する業績評価や経済状況といった

要因からの方がうまく説明できるかもしれない。

それを実証的に明らかにしていく努力がいま求

められている。

（注１） ハンティントンは，１９７４年にポルトガル

で生じた民主化を端緒に，世界的に民主化が拡大し

たことを指摘し，それを１９世紀の第１の波，第２次

世界大戦後の第２の波に続く「民主化の第３の波」

であると定義した［Huntington１９９１］。

（注２）１９５５年総選挙の制度は，総選挙に関する

法律１９５３年第７号で定められた。

（注３）３０年以上にわたって内戦が続いていたア

チェ（Aceh）では，２００５年８月１５日に政府と反政府

ゲリラ（独立アチェ運動，GAM）との間で和平合意

が成立したが，その合意のなかでは，GAMの政治参

加を可能にするため，地方政党の設立を認めること

が謳われた。翌年に制定されたアチェ統治法（法律

２００６年第１１号）のなかでもそれが規定され，アチェ

でのみ地方政党の設立が可能になった。この動きを

うけて，他の地域でも地方政党の設立を認めるべき

だとの主張がなされるようになっている。

（注４） 東ジャワ，中ジャワ（ジョグジャカルタ

特別州を含む），西ジャワ，大ジャカルタ，南スマト

ラ（現在の南スマトラ州，バンカ・ブリトゥン群島

州，ベンクル州，ランプン州），中スマトラ（現在の

西スマトラ州，リアウ州，リアウ群島州，ジャンビ

州），北スマトラ（現在のナングロ・アチェ・ダルサ

ラーム州，北スマトラ州），西カリマンタン（現在の

西カリマンタン州，南カリマンタン州，中カリマン

タン州），東カリマンタン，北中スラウェシ（現在の

北スラウェシ州，中スラウェシ州），南東南スラウェ

シ（現在の南スラウェシ州，西スラウェシ州，東南

スラウェシ州），西ヌサトゥンガラ（バリ州を含む），

東ヌサトゥンガラ，マルク（北マルク州を含む），西

イリアン（現在のパプア州，西パプア州）の１５選挙

区。

（注５） 有効政党数は，政党の規模を考慮に入れ

た上でカウントされた政党の数で，極小政党など政

党制を考える上であまり意味がない政党の数は反映
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されない。有効選挙政党数は，各党の得票率を自乗

して合計した値の逆数である。なお，政党の議席率

で計算した場合は，有効議会政党数が導き出される。

（注６）１９７１年総選挙の根拠法は，総選挙に関す

る法律１９６９年第１５号，国民協議会・国民議会・地方

議会の構成と地位に関する法律１９６９年第１６号の２法

である。選挙参加組織に関する法律として，政党・

大衆団体・職能に関する法案がゴトン・ヨロン国民

議会で審議されていたが，政党を制限したい政府と

議会側の折り合いがつかず，制定に至らなかった。

（注７）１９６０年７月５日の「政党の承認，監督，

および解散に関する大統領令１９６０年第１３号」に基づ

く。

（注８） 左派系のインドネシア党（Partindo）は，９

月３０日事件後に党幹部が次々と逮捕されたため，１９７１

年総選挙には参加できなかった。

（注９） スハルト政権が成立した後もマシュミの

復興が認められなかったため，旧マシュミ幹部らは

イスラーム教徒の政治的受け皿として新しい政党の

設立を目指した。そこで誕生したのが上述のインド

ネシア・ムスリム党（Parmusi）である。しかし，ス

ハルトは，ナッシール（Natsir），プラウォト（Prawoto），

ルム（Roem）ら旧マシュミの有力幹部がParmusiに

加わることを禁じ，Parmusiがマシュミの後継政党と

して設立されることを許さなかった。Parmusiの設立

の経緯については，Ward（１９７０）参照。

（注１０） ９月３０日事件後の共産党員虐殺事件の真

相は民主化後も明らかになっていない。死者数につ

いても，当時の政府公式発表の７万８５００人から１００万

人まで諸説があるが，死者数２５万～５０万人というの

が一般的な見方である。同事件については，Crouch

（１９８８，１３５―５７）やCribb（１９９０）を参照。

（注１１） ゴルカル設立の背景，経緯などについて

は，Reeve（１９８５）が詳しい。

（注１２） スハルト体制下におけるゴルカルは，職

業別代表組織の集合体であり，公式には政党として

みなされなかった。ゴルカルの組織構造については，

大形（１９９５）を参照。スハルト体制崩壊後の１９９９年

３月，ゴルカルは自らを政党と宣言し，民主化後の

選挙に臨んだ。

（注１３） 政府党と，それと対になる在野党という

概念については，藤原（１９９４）を参照。藤原は，政

府と一体化した政党（政府党）を中核に形成された

政治体制を「政府党体制」として概念化し，東南ア

ジア諸国（インドネシア，マレーシア，シンガポー

ル，フィリピン）の政治体制の特徴を捉えようとし

た。

（注１４） いずれの総選挙においても高い投票率が

記録されたが（１９７７年総選挙は９０．９パーセント，８２

年総選挙は９２．０パーセント，８７年総選挙は９１．３パー

セント，９２年総選挙は９０．９パーセント，９７年総選挙

は９０．６パーセント），これも政府による監視の下で，

有権者が投票に行くことを明示的にも暗黙的にも迫

られたためであると考えられる。

（注１５）１９７１年総選挙以降の総選挙実施の根拠法

は次のとおり。１９７７年総選挙では，政党およびゴル

カルに関する法律１９７５年第３号，総選挙に関する法

律１９７５年第４号，国民協議会・国民議会・地方議会

の構成と地位に関する法律１９７５年第５号である。１９８２

年総選挙は，前の総選挙法に若干の改正を加えただ

けの総選挙に関する法律１９８０年第２号の他は，同じ

法律にもとづいて実施された。１９８７年総選挙は，内

容の大きく改正された３法（総選挙に関する法律１９８５

年第１号，国民協議会・国民議会・地方議会に関す

る法律１９８５年第２号，政党およびゴルカルに関する

法律１９８５年第３号）にもとづいて実施された。１９８５

年総選挙法では，総選挙庁（Lembaga Pemilihan

Umum: LPU）の幹部会に長官の内務相だけでなく，

他省庁の大臣，国軍司令官が顔を連ねるようになっ

た。１９８５年政党・ゴルカル法では，総選挙参加団体

の建国五原則パンチャシラの支持が義務化され，イ

スラーム系政党の開発統一党に大きな打撃を与えた。

この後，選挙関連の法律はほとんど改正されず，１９９７

年総選挙前に国民協議会・国民議会・地方議会の構

成と地位に関する法律１９９５年第５号で国民議会の国

軍議席が１００から７５に減らされた改正のみであった。

（注１６） スハルト政権が倒れるまでのプロセスに

ついては，尾村（１９９８），白石（１９９９）を参照。

（注１７）１９９８年から２００１年にかけての憲法改正を

中心とした民主化改革については，川村（２００２）参

照。

（注１８） 政党に関する法律１９９９年第２号，総選挙
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に関する法律１９９９年第３号，国民協議会・国民議会

・地方議会の構成と地位に関する法律１９９９年第４号

の３法。これらの法律の内容については，川村（１９９９）

参照。

（注１９）１９９９年総選挙に参加した４８政党の概要に

ついては，佐藤（２００１，１１０―１１１）を参照。政党の綱

領などの詳細については，Tim Litbang Kompas（１９９９）

参照。

（注２０） スハルト政権期の選挙管理機関は，総選

挙庁（LPU）の長を内相が務めていたことから明ら

かなように，選挙を公正に実施するための権力から

独立した機関ではなく，政府による選挙干渉のため

の機関であった。地方の選挙管理委員会レベルでも，

ゴルカルの地方幹部を兼ねる第１級（州）・第２級（県

・市）地方自治体の長が委員長に就任した。総選挙

庁による選挙干渉については，中村（１９９７）参照。

（注２１）２００２年に第４次憲法改正が実施されるま

で，インドネシアにおいては，立法府たる国民議会

（DPR）よりも上位にある国民協議会（MPR）が国

権の最高機関として位置づけられており，そこで大

統領が選出された。２００２年以前のインドネシアの統

治構造については，川村（２００２）を参照。また，民

主化時代の制度的混乱から大統領が罷免されるに至

った経緯については，これとあわせて川村（２００１）

も参照。

（注２２）２００４年総選挙の根拠となった法律は，０２

年から０３年にかけて国民議会で新たに制定された４

つの法律（政党に関する法律２００２年第３１号，総選挙

に関する法律２００３年第１２号，国民協議会・国民議会

・地方議会の構成と地位に関する法律２００３年第２２号，

大統領選挙に関する法律２００３年第２３号）である。こ

れらの法律の内容については，川村（２００５b）参照。

（注２３）２００４年総選挙に参加した政党の特徴につ

いては，川村（２００５a，１２―１５）を参照。各政党の綱

領などの詳細は，Tim Litbang Kompas（２００４）を参

照。

（注２４） 改革星党は，開発統一党内で世代交代を

求める若手が離党して設立された。福祉平和党

は，２００４年の総選挙参加政党のなかで唯一のキリス

ト教（プロテスタント）系政党である。これらの２

政党について，本稿では詳述しない。

（注２５） Golputは，１９７１年総選挙を前に，アリフ

・ブディマン（Arief Budiman）ら学生運動家らが政

府による選挙干渉に反発して呼びかけた投票棄権運

動が始まりである。Sanit（１９９２）参照。

（注２６）２００４年の大統領選挙については，松井

（２００５），川村（２００４b；２００５c），Ananta, Arifin and Su-

ryadinata（２００５）が選挙分析をおこなっている。

（注２７） この他に１９５５年総選挙を取り上げた論文

に は，Bone（１９５５），Feith（１９５４），Lubis（１９５２），

van der Kroef（１９５７a ; b）などがある。

（注２８） これらの研究をここでひとつひとつ取り

上げることはしない。以下には，代表的な文献のみ

を挙げておく。スハルト体制下における選挙の解説

や各選挙の時事的分析としては，Lee（１９７４），Haris

（１９９７；１９９８），Hassan（１９９７），Kristiadi，Legowo,

et al.（１９９７），Liddle（１９９２；１９９６b），Sudibjo（１９９５），

Sundhaussen（１９９６），Antlov and Cederroth（２００４）

などがある。イスラームと選挙の関係を分析したも

のとしては，Hefner（１９８７），Liddle（１９９６a），Sukamto

（１９９７），Taqwa（１９９６）などが挙げられる。特定の

地域の事例研究としては，Cribb（１９８４），Pemberton

（１９８６）などがある。

（注２９） 本文中で取り上げた論文以外にも，Evans

（２００３），Lanti（２００１），Legowo（１９９９），Liddle（２０００），

Soesastro（１９９９），Turmudi（２０００）などがある。

（注３０）１９９９年総選挙に参加したイスラーム系政

党は，民族覚醒党，開発統一党，国民信託党，月星

党といった主要政党以外に，正義党，信徒連盟党（Par-

tai Nahdlatul Ummat : PNU），統一党（Partai Per-

satuan），マシュミ・インドネシア・イスラーム政治

党（Partai Politik Islam Indonesia Masyumi : PPIM），

インドネシア・イスラーム同盟党（Partai Sarekat Is-

lam Indonesia : PSII），信徒覚醒党（Partai Kebangkitan

Umat : PKU），インドネシア・ムスリム覚醒党（Par-

tai Kebangkitan Muslim Indonesia : KAMI），イスラ

ーム信徒党（Partai Ummat Islam : PUI），アブル・ヤ

タマ党（Partai Abul Yatama : PAY），新インドネシア

党（Partai Indonesia Baru : PIB），インドネシア国民

連合連帯党（Partai Solidaritas Uni Nasional Indonesia :

SUNI），平和愛好党（Partai Cinta Damai : PCD），イ

ンドネシア・イスラーム同盟党１９０５（Partai Sarekat Is-
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lam Indonesia 1905 : PSII−1905），新マシュミ党（Par-

tai Masyumi Baru），民主イスラーム党（Partai Islam

Demokrat : PID），インドネシア・ムスリミン信徒党

（Partai Ummat Muslimin Indonesia : PUMI）があっ

た。民族覚醒党や国民信託党は，公式にはパンチャ

シラを党是として，非イスラーム教徒にも開かれた

党であると宣言している。そのため，これら２党を

世俗主義系政党と分類する論者もいるが［例えば，

Haris２００４など］，本論は，いずれの党も強力なイス

ラーム教組織を支持母体としていることから，実質

的な意味でのイスラーム系政党であると捉えている。

（注３１） ここで１９５５年総選挙における主要イスラ

ーム系政党の得票に含まれるのは，得票数が明らか

なマシュミ，NU，イスラーム同盟党，イスラーム教

育運動（Pergerakan Tarbiyah Islamiyah : Perti），イ

スラーム神秘主義政治党（Partai Politik Tarikat Islam :

PPTI），およびマドゥラ人政党のAKUIの６政党であ

る。

（注３２） 見市（２００４，６７）が指摘しているように，

インドネシアでイスラーム国家の樹立を目指してい

る急進的な勢力は少なく，多くは「インドネシアの

国民と国家の形態も否定しない，『穏健』で現実的で

合法的な運動」である。イスラーム復興という現象

が広範に観察される一方，イスラーム系政党が政治

的支持を獲得するためには，穏健であることが必要

なのである［見市 ２００４，１６６］。実際，１９９９年総選挙

と２００４年総選挙に参加したいずれのイスラーム系政

党も，イスラーム国家の樹立を明示的に党綱領のな

かで掲げてはいない。

（注３３）２００４年総選挙の結果を最も包括的かつ多

面的に分析しているのは，松井・川村（２００５）であ

る。本文中で取り上げた論文以外では，Ananta, Arifin

and Suryadinata（２００５），Cahyono and Trijono（２００４），

Castle（２００４），Emmerson（２００４），Evans（２００４），

Mujani and Liddle（２００４），Prihatmoko（２００４），Rozi

（２００４），Sebastian（２００４）などがある。

（注３４） より正確にいえば，２００４年総選挙におけ

るイスラーム系７政党の合計得票率は３８．３パーセン

トであった。なお，このイスラーム系７政党とは，

民族覚醒党，開発統一党，国民信託党，月星党，福

祉正義党，改革星党，インドネシア信徒連盟統一党

（Partai Persatuan Nahdlatul Ummah Indonesia :

PNUI）のことである。

（注３５） 本論中でしばしば用いられている「集計

データ」とは，選挙における各政党の得票数（率）

や獲得議席数などの選挙結果のデータを指す。これ

に対して，「世論調査」によるデータは，有権者個々

人から直接得られた政治意識や行動に関するデータ

のことで，マスコミや世論調査会社によるものと研

究者自身によるものの双方がここには含まれる。

（注３６） 仏教徒比率が都市化の指標として用いら

れているのは，それによって多くが仏教徒である華

人の人口比率を代替できるとマラランゲンが考えた

からである。１９６６年９月３０日事件以降，華人・華僑

は，西カリマンタン州を除き，都市部に居住するこ

とが強制させられていたため，華人人口が多いほど

仏教徒人口も多くなり，都市化度も高くなる［Mal-

larangen１９９７，７０］。なお，華人の人口統計は，１９５７

年の人口センサスを最後に，スハルト政権期には調

査対象から外された。この間，華人人口を推定する

際に最もよく用いられたのは，独立前の１９３０年人口

センサスの結果であった。再び華人の人口統計が得

られるようになったのは，２０００年の人口センサスか

らであるが，全州にわたって華人人口の統計が得ら

れるわけではない［Suryadinata, Arifin and Ananta

２００３，７３―１０１］。

（注３７） ここでいう「外島」は，ジャワ島以外の

地域（バリ島も含む）を指している。

（注３８） キングはこの結果を，物理的に豊かな有

権者は地域指導者などの投票行動に左右されること

なく自律的に投票を決めることができるため新しい

政党を選ぶからではないかと解釈している［King

２００３，１６１］。

（注３９） 経済投票とは，選挙・投票行動研究のさ

まざまなモデルのなかでも，経済状況の短期的変動

が投票行動に影響を与えると考えるモデルである。

これについては，平野（１９９８）が簡潔に解説してい

る。

（注４０）２００４年総選挙における福祉正義党の躍進

を通してイスラーム系政党への投票を分析した見市

（２００５）は，１９７０年代以降の社会経済的変化を受け

て，サントリがイスラーム的規範に基づいて投票す

������������������������������������� 研究レビュー �������

63



る場合の基準そのものが変化しつつあることを指摘

し，５０年代のサントリ・アバンガンという社会的亀

裂と民主化後のそれは必ずしも一致しないことを指

摘している。また，土佐（２０００）は，より広い民主

化という文脈のなかでアリランを捉え直し，民主化

とグローバル化が進展しているなかでアリラン自体

も再編成と流動化にさらされていると主張している。
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